
県土整備部

県土整備政策課

Ⅰ 土木総務費

１

技術調査課

Ⅰ 土木総務費

１

する実勢価格を調査した。

２

テム運用事業 し、効率的な情報共有や活用を行う情報共有システム等の運用管理を行った。

３

化事業 上を図った。

検査・技術支援課

Ⅰ 土木総務費

１

とした研修会を開催した。

２

及びドローンの活用事業 ーンを活用するとともに、人材育成を行った。

用地対策課

Ⅰ 土地利用対策費

１

の一部を負担するとともに成果の認証を行った。翌年度繰越額

317,261

災害時における人工衛星 3,734 3,498 災害発生時、崩土等被災状況を少ない人員で効率的に把握するため、人工衛星及びドロ

地籍調査事業 1,409,890 1,092,629 土地における地籍の明確化を図るため、地籍調査事業を実施する市町村に対し、事業費

（ 予 算 額 ） （ 決 算 額 ）

県土整備関係企画事務事 8,923 4,355 県土整備部における政策調整業務の推進に要する事務費を執行した。

県内建設業界の競争力強 2,857 2,209 公共事業の品質を確保し、良質な社会資本を整備するため、県内建設業界の技術力の向

技術力等向上支援事業 8,367 6,071 公共事業の品質を確保し、良質な社会資本を整備するため、職員の技術力等向上を目的

業

積算単価調査委託事業 67,946 67,945 公共事業の工事費積算に用いる単価の中で、市販の物価誌に掲載されていないものに対

公共工事等統合支援シス 164,201 163,774 インターネット上で入札手続きを行う電子入札システムや公共事業の各種情報を電子化
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和歌山市 着手Ｈ10

海南市

橋本市 着手Ｓ59

有田市 着手Ｈ6 　完了Ｒ3

御坊市 着手Ｈ11

田辺市 着手Ｓ62

新宮市 着手Ｈ10

紀の川市 着手Ｈ1 　完了Ｒ5

岩出市 着手Ｈ3 　完了Ｈ26

紀美野町 着手Ｓ56

かつらぎ町 着手Ｈ1 　完了Ｒ5

九度山町 着手Ｓ60  完了Ｒ6

高野町 着手Ｈ9

湯浅町 着手Ｈ12　完了Ｒ5

広川町 着手Ｈ2 　完了Ｒ2

有田川町

美浜町 着手Ｈ9 　完了Ｒ1

日高町 着手Ｈ5 　完了Ｈ21

由良町 着手Ｈ7 　完了Ｈ27

印南町 着手Ｓ33

みなべ町 着手Ｈ3

日高川町 着手Ｈ6

白浜町 着手Ｈ8

上富田町 着手Ｈ7

すさみ町 着手Ｈ12

那智勝浦町 着手Ｈ14

太地町 着手Ｓ56　完了Ｈ3

古座川町 着手Ｈ13　再開Ｈ22

北山村 着手Ｈ1242.59 0.04 5.44 12.8 5,312 3,984

288.49 0.36 10.53 3.7 27,034 20,276

5.94 - 5.94 100.0 - -

180.28 0.41 11.38 6.3 26,174 19,631

163.41 1.45 28.32 17.3 38,090 28,568

55.59 5.59 53.65 96.5 190,284 142,713

194.82 - 92.87 47.7 - -

313.21 3.49 311.78 99.5 63,100 47,325

118.92 1.32 65.26 54.9 63,000 47,250

107.59 5.71 102.48 95.3 172,194 129,146

30.57 - 30.57 100.0 - -

46.42 - 46.42 100.0 - -

着手Ｓ60  休止Ｒ6(※2)

12.03 - 12.03 100.0 - -

340.74 - 336.06 98.6 - -

65.13 - 65.13 100.0 - -

20.52 - 20.52 100.0 - -

114.66 2.43 47.80 41.7 160,418 120,314

43.20 - 43.20 100.0 - -

148.13 - 148.13 100.0 - -

128.34 - 118.35 92.2 - -

35.67 - 35.67 100.0 - -

221.61 - 221.61 100.0 - -

230.98 0.13 18.39 8.0 21,802 16,352

939.99 7.44 386.04 41.1 282,196 211,647

41.97 0.76 32.06 76.4 73,868 55,401

33.81 - 33.81 100.0 - -

着手Ｓ43　完了Ｒ5(※1)

127.95 1.12 58.93 46.1 74,760 56,070

100.93 - 100.08 99.2 - -

決算額

194.64 1.55 46.59 23.9 178,350 133,763

市町村名 （ｋ㎡） （ｋ㎡） （ｋ㎡） 事業費

面積 の実績 までの実績 （％） 市町村 備　　考

実　　施 調査対象 6年度 6年度 進捗率 6年度 6年度
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串本町 着手Ｈ12

指導等事務費

　（前年度繰越分）

１

一部を負担するとともに成果の認証を行った。

和歌山市

田辺市

紀美野町

九度山町

有田川町

印南町

白浜町

Ⅱ 土木総務費

１

した。

２

発公社に対して公共用地取得に係る業務を委託した。

用地処理事業 138,966 137,864 公共事業の施行に伴う用地取得に係る事務指導、連絡調整等を行うとともに、県土地開

計 19.77 686,998 515,249

土地収用事業 1,087 736 土地収用法に基づく事業認定の申請及び裁決申請に伴う調査を行い、収用委員会を開催

1.58 121,818 91,364

2.86 81,800 61,350

0.27 19,940 14,955

7.98 49,300 36,975

3.93 277,618 208,214

2.89 97,100 72,825

市町村名 （ｋ㎡） 事業費 決算額

0.26 39,422 29,567

実　　施 5年度繰越 5年度繰越 5年度繰越

実績 市町村 備　考

1,092,629

　　　　　　※1 海南市の地籍調査事業は完了しており、残り0.8％は土地区画整理事業等の完了をもって進捗率100％となる。

　　　　　　※2 有田川町の地籍調査事業は、1.4％を残し、休止となる。

地籍調査事業 515,249 515,249 土地における地籍の明確化を図るため、地籍調査事業を実施する市町に対し、事業費の

計 4,483.40 32.71 2,529.03 56.4 1,448,838

6,000

決算額

135.27 0.91 39.99 29.6 72,256 54,192

市町村名 （ｋ㎡） （ｋ㎡） （ｋ㎡） 事業費

6年度

面積 の実績 までの実績 （％） 市町村 備　　考

実　　施 調査対象 6年度 6年度 進捗率 6年度
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道路政策課

Ⅰ 道路橋りよう総務費

１

　（前年度繰越分）

１

Ⅱ 道路新設改良費

１

て、事業費の一部を負担し、道路整備を促進した。

道路保全課

Ⅰ 道路維持費

１

て、歩道、ガードレール、標識、区画線等の整備を行った。

国道424号外

白浜温泉線外

あけぼの広角線外

２

国道371号外

新和歌浦梅原線外

三谷妙寺停車場線外

　（前年度繰越分）

１

震補強や補修、交通安全施設等整備の工事を実施した。

道路保全事業 7,739,359 7,739,359 地域住民の日常生活の安全性及び利便性の向上を図るため、道路の災害防除、橋梁の耐

・主要地方道 79箇所 2,197,882

・ 一 般 県 道 60箇所 1,496,772

翌年度繰越額 震補強や補修、交通安全施設等整備の工事を実施した。

7,462,619 ・ 一 般 国 道 64箇所 1,530,063

・ 一 般 県 道 28箇所 58,183

道路保全事業 12,687,903 5,224,717 地域住民の日常生活の安全性及び利便性の向上を図るため、道路の災害防除、橋梁の耐

97,300 ・ 一 般 国 道 15箇所 76,892

・主要地方道 22箇所 67,625

交通安全施設等整備事業 300,000 202,700 交通事故が多発している道路、その他特に交通の安全を確保する必要がある道路につい

翌年度繰越額

直轄道路事業負担金事業 12,036,084 12,036,083 一般国道24号、42号、169号及び近畿自動車道紀勢線の国土交通省直轄施行事業におい

道路調査事業 34,662 34,662 公共事業実施予定路線の調査業務や設計業務等を行った。

翌年度繰越額

43,011

道路調査事業 85,542 40,636 公共事業実施予定路線の調査業務や設計業務等を行った。

-94-



国道370号外

粉河加太線外

和歌山海南線外

道路建設課

Ⅰ 土地改良費

１

Ⅱ 道路新設改良費

１

備事業

２

備事業 備及び小規模道路改良を実施した。

３

事業

　（前年度繰越分）

１

翌年度繰越額

58,190

公共事業道路橋りよう整 14,412,330 14,412,330 一般国道168号等26箇所、県道二見御幸辻停車場線等37箇所の改良工事を実施した。

サイクリングロード整備 101,000 42,810 県内におけるサイクリングロードの整備を行った。

小規模道路改良 59 992,090

計 96 1,936,428

地方特定道路整備 31 795,338

半島振興道路整備 6 149,000

翌年度繰越額

1,130,630 事　業　名 箇所 金　額

単独事業道路橋りよう整 3,067,058 1,936,428 県道山田御幸辻停車場線をはじめ96箇所について、地方特定道路整備、半島振興道路整

道路改良 60 7,573,834

計 62 10,079,934

翌年度繰越額 事　業　名 箇所 金　額

8,144,613 国道改良 2 2,506,100

公共事業道路橋りよう整 18,224,547 10,079,934 一般国道168号等23箇所、県道二見御幸辻停車場線等39箇所の改良工事を実施した。

翌年度繰越額 地　区　名 市町村名 金　額

10,400 紀の里 紀の川市 29,395

県営農道整備事業 39,795 29,395 農業の近代化を図るため、広域農道の整備を実施した。

・主要地方道 66箇所 3,162,741

・ 一 般 県 道 53箇所 2,424,390

・ 一 般 国 道 62箇所 2,152,228
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備事業

２

備事業 備及び小規模道路改良を実施した。

３

事業

Ⅲ 街路事業費

１

２

路）事業

　（前年度繰越分）

１ 公共街路事業 685,500 685,500 都市計画事業として、主要幹線街路の改良等を実施した。

新宮市 千穂王子ヶ浜線 1 37,700

計 5 224,800

海南市 岡田大野中線外 2 132,000

田辺市 文里湾横断道路 1 50,100

130,200 和歌山市 南港山東線 1 5,000

翌年度繰越額 都市名 路　線　名 箇所 金　額

計 4 1,174,698

地方特定道路整備（街 355,000 224,800 都市計画事業として、主要幹線街路の改良等を実施した。

田辺市 文里湾横断道路 1 316,800

新宮市 千穂王子ヶ浜線 1 408,000

404,500 海南市 岡田大野中線外 2 449,898

翌年度繰越額 都市名 路　線　名 箇所 金　額

公共街路事業 1,579,198 1,174,698 都市計画事業として、主要幹線街路の改良等を実施した。

計 84 1,469,326

サイクリングロード整備 119,200 119,200 県内におけるサイクリングロードの整備を行った。

半島振興道路整備 5 69,300

小規模道路改良 50 593,415

事　業　名 箇所 金　額

地方特定道路整備 29 806,611

単独事業道路橋りよう整 1,469,326 1,469,326 県道山田御幸辻停車場線をはじめ84箇所について、地方特定道路整備、半島振興道路整

道路改良 61 11,376,530

計 63 14,412,330

事　業　名 箇所 金　額

国道改良 2 3,035,800
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２

路）事業

河川課

Ⅰ 河川総務費

１

Ⅱ 河川改良費

１

事業 納付し、河川の整備を促進した。

２

３

　（前年度繰越分）

１

２ 河川整備事業 10,344,430 10,297,895 防災・減災対策を目的とした河川整備を実施した。

翌年度繰越額

9,460,608

堤防改修事業 208,300 208,300 二級河川加茂川をはじめ19河川で局部的な改修工事を実施した。

翌年度繰越額

193,290

河川整備事業 11,359,570 1,898,962 二級河川亀の川をはじめ34河川で防災・減災対策を目的とした河川整備を実施した。

直轄河川関係事業負担金 899,215 899,214 一級河川紀の川、熊野川の河川改修事業等、国が直轄で実施する事業について負担金を

堤防改修事業 640,000 446,710 二級河川左向谷川をはじめ20河川で局部的な改修工事を実施した。

計 5 189,070

河川管理事業 76,722 76,039 河川の適正な管理及び河川愛護思想の高揚を図るため、各種事業を実施した。

田辺市 文里湾横断道路 1 5,200

新宮市 千穂王子ヶ浜線 1 106,770

和歌山市 南港山東線 1 1,400

海南市 岡田大野中線外 2 75,700

都市名 路　線　名 箇所 金　額

計 4 685,500

地方特定道路整備（街 189,070 189,070 都市計画事業として、主要幹線街路の改良等を実施した。

新宮市 千穂王子ヶ浜線 1 164,900

海南市 岡田大野中線外 2 177,100

田辺市 文里湾横断道路 1 343,500

都市名 路　線　名 箇所 金　額
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砂防課

Ⅰ 砂防費

１

２

り対策事業を実施した。また、土砂災害のおそれのある区域について、警戒避難体制の

整備や建築物の構造規制等のソフト対策を推進するための土砂災害警戒区域等の指定を

実施した。

３

４

啓発推進事業 で発表した。また、地域住民等を対象に研修等啓発活動を実施した。

５

いて負担金を納付し、砂防事業を促進した。

　（前年度繰越分）

１

２

で地すべり対策事業を実施した。また、土砂災害のおそれのある区域について、警戒避

難体制の整備や建築物の構造規制等のソフト対策を推進するための土砂災害警戒区域等

の指定を実施した。

３

下水道課

Ⅰ 環境対策費

１

・27市町村　　　1,511基

Ⅱ 下水道事業費

小規模土砂災害対策事業 37,711 37,711 東山谷川（九度山町）外23箇所で小規模土砂災害対策事業を実施した。

浄化槽設置整備事業 263,248 189,030 河川等の水質汚濁防止のため、浄化槽設置整備事業を行う市町村へ助成した。

急傾斜地崩壊対策事業 2,280,282 2,280,282 芝地区（田辺市）外54箇所で急傾斜地崩壊対策事業を実施した。

砂防事業 4,652,292 4,652,292 更谷谷川（かつらぎ町）外89渓流で通常砂防事業を、上古沢地区（九度山町）外14箇所

大規模土砂災害対策研究 10,610 10,086 国や研究機関の指導を受けながら土砂災害に関する調査研究を行い、研究成果を学会等

直轄砂防事業負担金事業 499,840 499,840 熊野地区（田辺市）、那智川（那智勝浦町）等において、国が直轄で実施する事業につ

小規模土砂災害対策事業 296,500 257,740 重根２地区（海南市）外66箇所で小規模土砂災害対策事業を実施した。

翌年度繰越額

38,760

砂防事業 5,959,400 1,426,742 樮川（印南町）外99渓流で通常砂防事業を、上古沢地区（九度山町）外15箇所で地すべ

翌年度繰越額

4,532,576

急傾斜地崩壊対策事業 3,347,078 854,308 梅ノ木地区（新宮市）外60箇所で急傾斜地崩壊対策事業を実施した。

翌年度繰越額

2,492,770
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１

金事業 を交付した。

都市政策課

Ⅰ 建築指導費

１

２

　（前年度繰越分）

１

Ⅱ 都市計画総務費

１

等を実施するとともに都市計画審議会の運営等を行った。

２

３

成事業 た。

４

業 行った。

５

理事業

６

業

７

事業

８

事業

県民水泳場維持運営管理 196,300 196,300 ＴＳＡグループを指定管理者として、秋葉山公園県民水泳場の管理運営を行った。

緑地、松江緑地、西松江緑地、東松江緑地）の管理運営を行った。

和歌公園維持運営管理事 56,318 56,318 （一財）和歌山県文化振興財団を指定管理者として、和歌公園の管理運営を行った。

橋本体育館維持運営管理 75,593 75,593 橋本市を指定管理者として、県立橋本体育館の管理運営を行った。

都市公園維持運営管理事 118,459 117,994 紀の国はまゆうを指定管理者として、紀三井寺公園及び県営相撲競技場の管理運営等を

河西緩衝緑地維持運営管 156,208 156,208 （公財）和歌山県スポーツ振興財団を指定管理者として、河西緩衝緑地（河西公園、湊

屋外広告物事業 3,666 2,576 都市の美観維持のため、屋外広告物及び広告業者の指導を実施した。

わかやま　景観保全と形 2,421 834 本県の良好な景観形成を促進するため、市町村等と協力し景観行政会議の開催等を行っ

施した盛土総点検で把握した既存盛土をデータベース化し一元的に管理できるようにし

た。

都市計画推進事業 63,636 60,772 田辺市外における都市計画基礎調査及び都市計画マスタープラン改定に向けた現況整理

5,138 た。

盛土等規制対策事業 27,350 27,350 盛土規制法に基づく規制区域指定に向けて基礎調査を実施した。また、令和３年度に実

盛土等規制対策事業 32,511 27,121 盛土規制法に基づく規制区域指定に向けて基礎調査を実施した。また、令和３年度に実

翌年度繰越額 施した盛土総点検で把握した既存盛土をデータベース化し一元的に管理できるようにし

下水道事業促進整備交付 59,266 58,467 公共下水道の整備促進を図るため、公共下水道事業を実施した４市４町に対し、交付金

開発・宅地造成指導事業 1,998 1,131 開発許可及び宅地造成許可に関する連絡調整と権限移譲に伴う技術指導を行った。
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９

愛護」のつどい事業

Ⅲ 公園費

１

　（前年度繰越分）

１

建築住宅課

Ⅰ 建築指導費

１

事業 る財政負担額の一部を助成した。

・償還推進助成　７市町１組合

２

正、指導等を行った。また、建築士法に基づき建築士及び建築士事務所の指導、監督を

行った。

〔建築物の確認受付件数〕

３

業 者等が自由に行動できる福祉のまちづくりの推進を図った。

福祉のまちづくり推進事 1,190 964 福祉のまちづくり条例に基づき、公共施設等のバリアフリー化を促進し、障害者や高齢

東牟婁振興局新宮建設部 93 94

計 436 436

西牟婁振興局 167 169

東牟婁振興局串本建設部 14 18

日高振興局 39 45

伊都振興局 28 26

有田振興局 57 53

本庁（海南・海草） 14 18

那賀振興局 24 13

建築行政指導事業 8,285 7,855 建築基準法による建築物の確認及び完了検査並びに違反建築物や危険なブロック塀の是

管　　轄 令和5年度 令和6年度

公園整備事業 142,047 142,047 県管理の都市公園及び公園施設について、長寿命化及び老朽化対策を行った。

住宅新築資金等貸付助成 40,092 35,535 国の補助により住宅新築資金等貸付事業を実施した市町等に対し、事業実施に伴い生じ

公園整備事業 903,958 415,237 県管理の都市公園及び公園施設について、長寿命化及び老朽化対策を行った。

翌年度繰越額

488,600

第３５回全国「みどりの 52,802 51,085 第35回全国「みどりの愛護」のつどい式典・記念植樹を実施した。
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４

所有者に対して、耐震診断士の派遣や、耐震性が劣る住宅に係る補強設計及び耐震改修

への補助を実施した市町村に対して支援した。

５

対策推進協議会と関係団体が協定を締結し、地域毎に定期相談会を開催するなど、空き

家の状態に応じた対策の促進を図った。

６

規制・指導等を行うことにより、購入者等の利益の保護と宅地建物取引業の健全な発展

を図った。

７

耐震診断、耐震補強設計及び耐震改修工事等への補助を実施し耐震化を支援した。

　（前年度繰越分）

１

所有者に対して、耐震性が劣る住宅に係る補強設計及び耐震改修への補助を実施した町

に対して支援した。

２

耐震診断、耐震補強設計及び耐震改修工事等への補助を実施し耐震化を支援した。

Ⅱ 住宅管理費

１

草振興局・那賀振興局・伊都振興局・有田振興局の管内分については、管理代行及び業

〔県営住宅管理状況〕　　　　　　　　　　　　　　　（令和７年３月31日現在）

東牟婁振興局新宮建設部 6 292 - 292

計 67 5,098 34 5,132

西牟婁振興局建設部 15 657 - 657

東牟婁振興局串本建設部 3 80 - 80

日高振興局建設部 4 192 - 192

計

和歌山県住宅供給公社 39 3,877 34 3,911

公営住宅管理事業 744,099 729,111 県営住宅等の修繕工事、維持管理、家賃の徴収事務及び入居募集等を行った。また、海

務委託により和歌山県住宅供給公社に管理を行わせた。

管　　轄 団地数
戸　　　数

公　営 その他

昭和56年５月31日以前（木造については平成12年５月31日以前）に建築された住宅等の

緊急輸送道路沿道建築物 8,108 4,167 緊急輸送道路沿道建築物として耐震診断が義務化された対象建築物の所有者に対して、

耐震化支援事業

耐震化支援事業 翌年度繰越額

23,593

住宅耐震化促進事業 333 333

宅地建物取引業指導事業 2,424 2,259 宅地建物取引業者に対する免許、宅地建物取引士の登録事務等を行うとともに、必要な

緊急輸送道路沿道建築物 30,302 6,709 緊急輸送道路沿道建築物として耐震診断が義務化された対象建築物の所有者に対して、

翌年度繰越額

75,246

空き家対策の促進事業 13,880 4,669 和歌山県内における空家等に関する相談体制を整備・充実させるため、和歌山県空家等

住宅耐震化促進事業 282,883 192,988 昭和56年５月31日以前（木造については平成12年５月31日以前）に建築された住宅等の
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Ⅲ 住宅建設費

１

　（前年度繰越分）

１

公共建築課

Ⅰ 建築指導費

１

築物の営繕工事を施行した。

港湾空港振興課

Ⅰ 港湾管理費

１

２

業

Ⅱ 空港管理費

１

２

３

熊野白浜リゾート空港管 319,314 315,011 滑走路等空港機能の安全性確保を図るため、適正で効率的な空港の管理を実施した。

理事業

国際便受入機能強化事業 10,000 9,958 熊野白浜リゾート空港のターミナルビル既存設備改修工事を実施した。

熊野白浜リゾート空港利 62,368 52,574 熊野白浜リゾート空港の愛称命名記念式典や空港連絡バスの実証運行、滑走路延伸に係

用促進事業 る検討を実施した。

5,900

翌年度繰越額

放置艇“０”大作戦事業 19,436 19,436 県管理の公共水域に存在する放置艇等の撤去、移動や指導を実施した。

クルーズ客船寄港促進事 25,687 13,866 国内外のクルーズ客船の寄港促進を図るため、クルーズ船社等へ誘致活動を実施した。

公営住宅建設事業 540,819 540,795 県営住宅串本団地建築工事等を行った。

営繕工事施行事業 682 682 環境に配慮し、災害に強く、利用者満足度の高い施設の整備を目的に、一元的に県有建

公営住宅建設事業 608,564 469,831 県営住宅ニューかわなが４号棟の外部改修工事等を行った。

翌年度繰越額

138,733
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　（前年度繰越分）

１

港湾漁港整備課

Ⅰ 漁港建設費

１

２

　（前年度繰越分）

１

２

Ⅱ 海岸保全費

１

　（前年度繰越分）

１

Ⅲ 港湾管理費

１

実施した。翌年度繰越額

24,200

業及び耐震対策事業を那智勝浦海岸外６海岸で実施した。

港湾修繕事業 80,000 55,800 港湾における維持修繕、環境保全及び事故防止対策並びに利用調整等の小規模な改良を

翌年度繰越額 業及び耐震対策事業を那智勝浦海岸外６海岸で実施した。

539,100

海岸整備（海岸）事業 659,500 659,500 海岸の高潮対策事業、侵食対策事業、老朽化対策事業、津波・高潮危機管理対策緊急事

漁港海岸整備事業 39,020 37,823 田辺漁港海岸外１海岸（県営）及び箕島漁港海岸外１海岸（市町営）において海岸保全

施設の耐震対策、高潮対策及び老朽化対策を実施した。

海岸整備（海岸）事業 819,175 280,075 海岸の高潮対策事業、侵食対策事業、老朽化対策事業、津波・高潮危機管理対策緊急事

49,455

漁港施設整備事業 2,024,727 2,017,178 和歌浦漁港外11港（県営）及び田杭漁港外７港（市町営）において漁港施設の耐震、耐

津波対策及び老朽化対策を実施した。

1,727,021

漁港海岸整備事業 98,204 48,749 田辺漁港海岸外１海岸（県営）及び箕島漁港海岸外１海岸（市町営）において海岸保全

翌年度繰越額 施設の耐震対策、高潮対策及び老朽化対策を実施した。

漁港施設整備事業 2,355,416 628,395 和歌浦漁港外12港（県営）及び箕島漁港外10港（市町営）において漁港施設の耐震、耐

翌年度繰越額 津波対策及び老朽化対策を実施した。

国際便受入機能強化事業 13,960 13,960 熊野白浜リゾート空港のターミナルビル既存設備改修工事を実施した。
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２

　（前年度繰越分）

１

実施した。

２

Ⅳ 港湾建設費

１

金事業

２

した。

３

　（前年度繰越分）

１

した。

２ 海岸整備（港湾）事業 1,626,320 1,571,828 海岸の高潮対策事業、老朽化対策事業及び津波・高潮危機管理対策緊急事業を和歌山下

津港海岸外６海岸で実施した。

1,442,400

港湾施設整備事業 2,314,656 2,210,221 港湾施設を建設改良し、港湾機能を充実させるための事業を和歌山下津港外７港で実施

1,617,500

海岸整備（港湾）事業 1,937,070 494,670 海岸の高潮対策事業、老朽化対策事業及び津波・高潮危機管理対策緊急事業を和歌山下

翌年度繰越額 津港海岸外５海岸で実施した。

金を納付し、港湾施設及び海岸保全施設の整備を促進した。

港湾施設整備事業 2,987,762 1,370,262 港湾施設を建設改良し、港湾機能を充実させるための事業を和歌山下津港外５港で実施

翌年度繰越額

海岸修繕事業 102,000 102,000 海岸保全施設の維持及び海岸利用者の安全を確保するための事業を実施した。

直轄港湾・海岸事業負担 1,387,540 1,387,538 和歌山下津港、日高港の国直轄港湾、和歌山下津港の国直轄海岸整備事業について負担

翌年度繰越額

124,700

港湾修繕事業 21,853 21,853 港湾における維持修繕、環境保全及び事故防止対策並びに利用調整等の小規模な改良を

海岸修繕事業 195,052 70,352 海岸保全施設の維持及び海岸利用者の安全を確保するための事業を実施した。
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